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研究成果の概要（和文）： 
病院/在宅/地域の医療ニーズに対応するため、CNS が単独または外来看護師と共同で行う看

護外来の開設・運営プロセス、CNS に必要なケア技術と役割、看護外来による患者・家族への
効果について検証した。CNS が行った看護外来を開設していくための活動を分析した結果、看
護外来の開設準備以前から開設後の外来の維持継続期にわたり、7 つの技術・役割が明らかと
なった。また、看護外来の役割・効果として、子どもと家族のセルフケア向上、意思決定への
支援、入院率低下への寄与、職種間の専門性の再認識とチーム医療の質の向上を認めた。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 The purpose of this study was to clarify the process and abilities required for Certified 
Nurse Specialist (CNS) to establish and manage the Advanced Nurse Clinic in Japan. CNS 
had coordinated and constructed the system to cooperate among the participants and manage 
Advanced Nurse Clinic smoothly from preparation period to management period. This 
research also showed effects and roles of Advanced Nurse Clinic. It had advanced  self 
care skills of patient, supported decision making, decreased readmission rate, and 
enhanced the quality of team care. 
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１．研究開始当初の背景 
本研究は、看護系大学と臨床が連携し、近

年の小児科医の不足や小児医療の課題とな
っている現象に対し、小児看護専門看護師
（Certified Nurse Specialist, 以下 CNS）
の役割や職責を現法の中で広げ、独立した高
度実践看護師クリニック（仮）を現医療体制

に位置づけ、効果を検証する臨床研究である。 
 
２．研究の目的 
1）病院／在宅／地域に存在する医療ニーズ
に対応するために、CNS が単独または外来看
護師と共同して行う看護外来に関する開
設・運営のプロセスを明らかにする。 
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2）看護外来を開設運営するに当たって必要
な CNSのケア技術や役割を明確化する。 
3）看護外来での関わりと効果を検証する。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、聖路加看護大学、高知県立大
学が共同研究機関として参加し、11名の CNS
が研究に参加した。 
 研究実施に当たり、2 種類の共通したフォ
ーマットを作成し、フィールドノートとして
の記録を行った。CNSはフォーマット①「APN
活動計画で明確化していく内容」に沿って、
研究協力者は看護外来開設に向けての計画
及び運営のプロセスを記述的に明確化した。
また、全てのプロセスにおいて、実践内容を
フォーマット②「CNS が運営する看護外来で
CNS が看護介入を記録する記録用紙」にミー
ティングの記録、研究者会議録、患者・家族
の診療に関する記録・実践のプロセス等を記
録した。記録した内容を研究協力者全員が参
加する会議で分析し、看護外来の開設・運営
に必要な CNSのケア技術・役割を明らかにし
た。そして、「CNSが運営する看護外来で CNS
が看護介入を記録する記録用紙」に記録され
た内容を基に、看護外来を利用することが患
者・家族に与える効果や他職種への影響を分
析した。同時に、他職種へアンケート調査を
実施し、看護外来の総括的な評価を行った。 
 研究を進める過程において、CNS が外来開
設を行うために必要な技術・知識をサポート
するための研修会を 3 回にわたり実施した。 
 
４．研究成果 
研究に参加した CNSの所属施設の形態は小

児専門病院 2 施設、循環器専門病院 1 施設、
大学病院 4施設、総合病院 3施設であった（こ
の内 1施設には、2名の CNSが所属していた）。 
 

1）看護外来の開設・運営のプロセス、開設・
運営に必要な CNSの技術 
本研究から明らかになった看護外来の開

設・運営のプロセスと CNSの技術・役割は以
下の通りである（表 1）。 
(1)看護外来の開設準備以前 
本研究が始まる以前の時期に CNSがもって

いた技術・役割は次のようなものであった。 
①日常からの CNSとしての活動の基盤をつく

る 
CNS はそれぞれの施設における役割に応じ

て日常の CNSとしての活動を行っていた。そ
こでは CNS自身が子どもや家族に対する直接
ケアを実践するだけでなく、それらのケアの
内容や意図性を医師や看護師、他職種に伝達
する、子どもと家族についての情報交換を行
うといった活動を行っていた。これらの活動
は、医師や看護師、他職種との関係性の形成、
子どもや家族に対するケアの必要性の理解

の促進や問題の意識付けにつなげるもので
あった。また、組織としてケアを進めていく
ための体制づくりとともに、看護師への小児
看護に関する知識・技術の伝達、ニーズに応
じた勉強会の企画・調整といった教育的な役
割を必要に応じて行っていた。 
このように CNSが常に問題意識をもちなが

ら日頃の活動を行い、組織の現状分析を繰り
返し行うことは、組織の現状に応じた看護外
来をスムーズに開設するための基盤となる
と考えられた。 
(2)看護外来の開設に向けての準備期 

CNS は本研究へ参加することを決定した後、
看護外来の開設に向けて次のような活動を
行っていた。 
②組織に合わせた看護外来を明確化してい

く 
CNS は日本の看護界の動向・小児医療の課

題を把握し、それについての考えを整理する
とともに、組織の現状分析を整理することで、
施設の社会的な役割や課題、子どもと家族に
とっての看護の必要性や可能性、看護外来の
効果の可能性を検討していた。さらに、CNS
自身の能力の査定、看護外来の開設の見通し
や今後の看護外来の拡大の見通しも考慮し
ながら、それぞれの CNSが所属する組織に応
じた看護外来を具体的に明確化していた。 
③看護外来の開設に向けて組織からの協

力・支援を得る 
CNS は、組織の意向を確認し、研究計画書

や企画書の作成、それらの研究倫理委員会で
の承認をうけるための過程で、看護外来の開
設に向けての交渉を行っていた。また、組織
の人事の状況等も把握し、開設時期の検討を
行っていた。 
これらの交渉の中で、CNS は自身の組織に

おける立場を明確にするとともに、組織の体
制を見極め、調整の相手・方法・内容・ルー
トを明確にしたうえで交渉を進めていた。ま
た、スムーズに組織との調整を進めるための
方略を常に検討し続けていた。 
④看護外来におけるケア体制を整える 

CNS は看護外来を実施する現場において必
要なことを見極め、検討を行っていた。例え
ば、活動のプロトコル・マニュアル・記録類
の作成、運営方法の検討と明確化、看護の役
割の明確化、看護外来における CNSと看護師
の役割調整、活動のための時間調整、必要物
品の調達などであった。 
このように、看護外来が行われる現場を整

えることは、看護外来に関わるスタッフの混
乱を避け、子どもと家族へのケアに専念でき、
無理のない運営を行っていくために重要な
役割であると考えられる。また、看護外来専
任のスタッフが配置されることは、子どもと
家族にとっては、必ず相談できるという窓口
が確保されるという点で重要であると考え



 

 

る。子どもや家族にとって必要なケアをタイ
ムリーに実施していくために、看護外来に関
わる人員の調整を行っていくことが必要で
ある。現状の組織体制の中でできる看護外来
を開設していくことも必要であるが、今後、
組織全体として人員配置の工夫や人員の増
加につなげていくこと必要である。そのため
にも、看護外来の効果を明確にし、組織にフ
ィードバックしていかなければならない。 
(3)看護外来の開始初期 
新たに看護外来を開設し、その活動が軌道

に乗るまでの間、CNS は次のような技術・役
割をもって活動を行っていた。 
⑤看護外来において必要なケアを実践する 
CNS は看護外来における立場に応じて、次

のような実践を行っていた。CNS 自身が主と
なって看護外来における実践を行う場合に
は、ケアの対象となる子どもと家族の選定、
問題の判断と直接ケア、問題解決に必要な他
職種との調整・協働といった役割を担ってい
た。外来看護師が直接的なケアを実施する看
護外来においては、外来看護師の実践のモデ
ルとなる、ケアの言語化への援助といった相
談・教育機能を中心としたスタッフへの介入
を行っていた。 
このように CNSがそれぞれの立場に応じた

活動を行うことによって、看護外来における
ケアの質を向上させ、よりよいケアの提供に
つながっていると考えられた。 
⑥看護外来を継続的に評価し、組織へのフィ

ードバックを行う 
CNS は子どもや家族へのケア、看護外来の

運営・活動方法についての評価を自分自身や
カンファレンス等を通じた他職種からのフ
ィードバックをもとに繰り返し行っていた。
そして、その評価をもとにケア方法の修正や
運営・活動方法の調整へと繋げていた。さら
に、それらの結果を随時、組織へも報告し、
組織からの継続的な支援が得られるように
調整を行っていた。 
このような調整のための活動を、開設後も

継続することは重要である。他職種とのカン
ファレンスにおける情報共有や今後のケア
の方向性の調整を行うことによって、子ども
と家族へのケアの向上だけでなく、看護師の
活動が他職種へ認知されることにつながる。
また、看護外来の状況を適宜、管理者に対し
てフィードバックを行うことで、現状を認識
してもらい、運営がうまくいった場合でも、
そうでない場合でも必要な協力・支援を受け
ることにつながると考えられる。 
(4)看護外来の維持継続期 
 本研究の開始時にすでに看護外来を開設
していた 2施設 2名の CNSの活動の中に見ら
れた技術・役割を看護外来の維持継続期にお
ける技術・役割として整理した。 
 ⑦看護外来において必要なケアを実践し

続ける 
この時期には、CNS による子どもと家族へ

の直接ケアをベースに、院内・院外の他職種
との調整・協働を行っていた。また、看護外
来における活動が院内全体で認知されるに
つれて、院内の他職種からの相談を受けるこ
とがみられていた。 
このように CNSが看護外来におけるケアを

実践し続け、その効果を明らかにすることに
よって、組織や他職種からの信頼を得て、他
の看護外来を開設していくことにもつなが
っていくと考えられた。 
 

表 1 看護外来の開設・運営のプロセスと CNSの技術・役割 

プロセス 技術・役割 具体的な内容 

開設準備

以前 

日常からの CNS

としての活動の

基盤をつくる 

CNS としての実践、調整を行う 

CNS の実践内容を伝達する 

医療者との関係性を形成する 

ケアの必要性の伝達と問題の意

識付け 

開設 

準備期 

組織に合わせた

看護外来を明確

化していく 

日本の看護界の動向・小児医療の

課題についての考えを整理する 

組織における現状把握・分析と課

題を明らかにする 

看護外来の効果の可能性を検討

する 

看護外来の介入対象を選定する 

看護外来の開設

に向けて組織か

らの協力・支援を

得る 

組織の意向を確認する 

開設への交渉を行う 

準備状況を評価し、交渉の方略を

変更する 

看護外来におけ

るケア体制を整

える 

活動のプロトコル、マニュアル、

記録を作成する 

運営方法を検討し、明確化する 

看護の役割の明確化し、外来での

役割を調整する 

開始初期 

看護外来におい

て必要なケアを

実践する 

介入対象を選定する 

問題を判断し、直接の介入を行う 

他職種と協働・調整を行う 

外来看護師の実践モデルとなる 

看護外来を継続

的に評価し、組織

へのフィードバ

ックを行う 

運営・活動方法を調整する 

看護外来におけるケアを評価す

る 

維持継続

期 

看護外来におい

て必要なケアを

実践し続ける 

対象者のスクリーニングを行う 

アセスメントと問題の判断を行

う 

問題への介入を行う 

他職種との調整・協働を行う 

医師・看護師からの相談を受ける 

 
 
 
 
 
 



 

 

2）看護外来を開設・運営のプロセスで必要
となる CNSの知識・技術の向上をサポートす
る取り組み 
看護外来の開設・運営のプロセスに必要と

なる CNSの技術・知識の向上をサポートする
ために、APN 教育に精通した外国人講師を招
聘し、講義・演習を実施した。 
① 外来開設準備に必要な知識・技術に関す

る研修会 
先行研究において、医師と看護師の役割分

担を促すためにはガイドラインやプロトコ
ルの作成等、責任の所在の明確化などの条件
や体制が必要であることが示されており、看
護外来開設においてもこれらの交渉技術は
必須であることが予測された。そこで、看護
外来開設準備期の APNの役割や APNクリニッ
クを開設するために必要な要素についての
講義を開催した。                      
② 外来運営に必要な知識・技術に関する研

修会 
CNS の 5 つの役割・技術（相談・交渉・実

践・倫理調整・研究）に関して、どのような
サポートが必要であるか検討した。CNS は交
渉や相談等の技術については、それぞれが意
見交換をしながら技術の向上を図っている
が、経験の中で身につけている診察に関する
技術や身体アセスメントする技術について
は、改めて確認する場が少ないことが明らか
となった。そこで、小児のフィジカルアセス
メントの研修会を開催した。研修会は 2週間
にわたっていたため、勤務上参加できない
CNS もいた。そこで、翌年には期間を短縮し
た研修会を実施するとともに、いつでも必要
な技術の確認が行えるよう DVD教材の作製を
行い、CNS 自身が自らの技術の強化ができる
環境を整えた。 
これらの結果、米国と日本での法的な背景

は異なるものの、外来開設においては、各 CNS
がそれぞれの施設での役割を再検討するこ
とに繋がり、フィジカルアセスメントの研修
に参加することによって自らのアセスメン
ト技術を意識化することに繋がっていた。 
 
3）看護外来での関わりと効果の検証 
今回の研究では、11の看護外来が開設・運

営され計 88 名の患者が利用した。対象疾患
は、主にⅠ型糖尿病や先天性心疾患、悪性腫
瘍、急性リンパ性白血病、慢性腎不全、気管
支喘息となっていた。また、胎児異常、移植
術後の子どもとその家族のフォローも行っ
ていた（表 2）。 
患者の多くは、いわゆる慢性期の状態であ

り、在宅での自己注射や内服管理が必要な状
況であった。今回開設された看護外来では、
対象者の特性に応じた様々なケアが実践さ
れていた。 
 

表 2 運営した看護外来数と利用者数及び主な対象疾患 

 兵庫班 聖路加班 高知班 

看護外来数 5 3 3 

利用者数 46 名 26 名 16 名 

対象疾患と 

フォロー 

領域 

Ⅰ型糖尿病 

先天性心疾患 

悪性腫瘍 

生体肝移植 

胎児異常 

グリーケア 

慢性腎疾患 

鎖肛 

二分脊椎症 

下肢障害 

精髄空洞症 

キアリ奇形等 

Ⅰ型糖尿病 

先天性心疾患 

ALL 

慢性腎不全 

気管支喘息 

 
①セルフケア能力の向上と意思決定への支
援 
慢性期の小児における看護では、患者のセ

ルフケア能力の向上と意思決定が重要な課
題となる。これまでの医師による診察では、
診療時間の関係上、病態の説明や療養生活の
指導は家族が中心となりやすい。一方、今回
の看護外来では、医師の診察とは別に場所と
時間を設けることで、子どもに対する年齢に
応じた丁寧な病態の説明や療養生活の傾聴
と助言が実施されていた。また、継続的な外
来でのフォローを通して、患者が自身の身体
状況の評価や病状管理を実施し、積極的に看
護師に報告する等、健康状態への意識の高ま
りと対応への自発性が認められた。 
専門的知識を持つ看護師が患者のセルフ

ケアを評価し、フィードバックすることで、
患者自身がこれまでの療養生活を肯定的に
捉えることが可能となり、セルフケア能力の
向上に繋がったと考えられた。また、患者が
自身の成長発達やライフステージごとの不
安や悩みについて、看護外来がタイムリーに
相談できる場となっており、思考の整理や情
報収集を通して自主的な意思決定への支援
に繋がっていると考えられた。 
②予防的な対応による入院率低下の可能性 
小児期では、患者自身が健康状態の変化を

自発的に訴えるのは難しいが、看護師が継続
的にアセスメントを行うことで、健康状態の
変化を察知し、医師と情報を共有することで
即応的な対応が可能であった。また、受診が
必要な症状を患者の特性に応じて説明する
ことで、患者自身の健康状態の理解と予防行
動の強化にもつながったと考えられた。定期
的な看護外来の通院を通して、患者と看護師
それぞれが予防的な対応を行うことができ、
入院率の低下に寄与した可能性がある。 
③職種間での専門性の再認識とチーム医療
の質の向上 
看護外来開設による看護師への影響につ

いては、専門性の再確認による自信の獲得と
外来業務に対するモチベーションの向上が
挙げられた。また、看護師が自信と専門性を
意識しながら定期的・継続的に患者と関わる
ことは、洗練された情報収集に繋がり、豊富
な情報量に基づくアセスメントを通して予



 

 

防的な介入が行い易くなっていた。 
 医師への影響としては、生活に関する相談
を看護師が専門的に担うことで、診察時間の
短縮が見られた外来もあり、患者・医師双方
の負担の軽減に繋がっていた。また、待ち時
間を有効に活用でき、外来での情報収集の確
実性が上がることで、医師と看護師の情報共
有の質的・量的な改善が見られた。医師も治
療方針が立て易くなり、患者の状態に合わせ
た迅速な対応が可能となったと回答してお
り、結果としてチーム医療の質の向上に繋が
っていた。前述の入院率の低下からも見られ
るように、この効果は患者と家族がより自立
的で安定した地域生活を営む上での重要な
要因になっていると考えられた。 
④アンケートにおける看護外来の評価 
 今回の研究では、看護外来利用者に対して、
患者と家族の満足度、患者のスキル能力につ
いてのアンケート調査を実施した。アンケー
トは自己回答形式で行い、外来利用に対する
満足度や自身のスキル能力について 1～4 点
の尺度を設定し、該当する番号に○を記入し
てもらった。全班合わせて 37 名の家族と 27
名の患者から回答が得られ、空欄や破損を除
いた患者 5 名、家族 11 名のアンケート結果
について、外来利用前と 6か月後における変
化を分析した。 
 家族の満足度調査では、各項目において全
体的な満足度の上昇が見られ、特に「薬の飲
み方や使用法・副作用についての説明」や「育
児についてのアドバイス」、「必要な情報の提
供」といった項目で満足度が高かった。また、
療養行動や日常生活の技術指導の説明や支
援、医師との連絡調整といった項目では、利
用に伴う著名な満足度の上昇が見られた。 
一方で「子どもの発達の見方や支援の提

案」、「院内や院外医療機関との連絡調整」、
「相談への十分な対応」といった項目では、
利用前から 6か月後を通して、該当なしか満
足度が低い結果となっていた。満足度の低さ
は家族の強いニーズの現れと考えられるた
め、発達についての助言や、より十分な相談
体制の構築が課題と考えられた（図 1）。 
図 1 家族満足度のアンケート結果 

図 2 子ども満足度のアンケート結果 

子ども満
足度やスキ
ル尺度の変
化を調べた
アンケート
では、継続
的に回答を
得られた患
者数が少な
く、経時的
な変化を見
ることが難

しかった。利用前と 6 か月後を比較すると、
満足度の全体的な上昇が見られた。特に「今
後の受診の予定」や「毎日の生活や学校生活
での注意点を教えてくれる」ことに対して、
外来利用に伴う満足度の上昇を認めた（図 2）。 
図 3 子どもスキル尺度のアンケート結果 

スキル
尺度につ
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利用前よ
り 6 か月
後の回答
の方が、
全体的に
得点が低
くなって
いた。実
際の看護
外来では、

患者のセルフケア能力の向上が見られたこ
とから、看護外来の利用によって患者の健康
意識が高まった結果、療養生活に対するスキ
ルを客観的に評価できるようになった結果
と考えられた（図 3）。 
看護外来では長期的なフォローが必要な

ケースが多く、自己回答形式のアンケートに
よる外来効果の判定だけでなく、個々の看護
外来の介入の特徴や影響を CNS自身が実践を
通して見出していく必要がある。今回の研究
では、入院率や受診率、診察時間等を評価分
析指標として挙げていたが、開設初期では指
標として活用することが難しいとの意見が
聞かれ、今後の課題と考えられた。 
図 4 回答者の職業 

また、別
途実施した
他職種への
アンケート
では73名か
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られた。医
師、病棟看
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師、栄養士、薬剤師等、様々な職種からの回



 

 

答が得られた（図 4）。 
図 5 看護外来の受診により、患者・家族に良い影響が

見られたか 

回答者の
9 割が看護
外来の受診
に対して肯
定的に評価
しており、
「症状緩和
の方法を看

護師と一緒に考えることができるようにな
った」、「待ち時間を有効に使うことができる
ようになった」、「病気に必要な治療が家庭で
も行えるようになった」、「子どもや家族が問
題に早期に対応できるようなった」といった
回答が多く聞かれた（図 5）。 
図 6 患者・家族を看護外来へ紹介したいと思うか 

また、回
答者のほぼ
全員が今後
も患者・家
族に看護外
来を勧めた
いと答えて
お り 、 患

者・家族への傾聴や健康教育、家庭での治療
行動への支援について要望が聞かれた（図 6）。 
図 7 看護外来の活動による業務へのメリット 

看護外来
の運営は、
患者・家族
だけでなく
医師や他の
外来看護師
といった外
来スタッフ

の業務についても影響を与えていた（図 7）。 
「困ったことがあれば、看護外来に相談で
きるようになった」、「子どもや家族の情報が
得られ易くなった」、「家族の状況が良く理解
でき支援方法を考え易くなった」「病棟、外
来、教育機関との連携が取り易くなった」と
の意見が聞かれた。患者や家族への効果だけ
でなく、包括的な外来運営に対する効果と意
義を外来スタッフである他職種も実感して
いると考えられた。一方、回答者の 3名がデ
メリットとして、「通常の仕事に支障をきた
すようになった」「子どもや家族との関わり
が少なくなった」と回答があった。CNS が支
援者側に回り、外来看護師が看護外来を運営
する体制を取った結果、新たな業務と役割が
生じ、他の患者・家族に関わることができな
かったという要因が挙げられた。 
 チーム医療の推進には、相互の役割・専門
性の認知と情報共有が重要となるが、看護相
談外来という新しい取り組みに対し、外来ス

タッフからの役割認知と信頼を得ることは
難しい課題である。今回の外来運営では、看
護師自身が看護外来の専門性と役割を再認
識すると共に、患者の疾患に対する知識やセ
ルフケア能力の向上を他職種が実感するこ
とが看護外来への認知と信頼感に繋がって
いた。このことから、患者からの評価だけで
なく、外来看護師が定期的に看護外来の効果
を評価する必要があると考えられた。 
今回の看護外来の運営では、患者と家族の

療養生活への継続的な相談支援や医師との
連携を通して、患者家族のセルフケア能力の
向上に伴う健康状態の維持と生活の質の向
上が見られた。また、看護師が定期的に健康
状態の確認や相談の場を設けることで、対応
の困難化を防ぐことができると考えられた。 
一方、患者の成長やライフステージにより、

患者・家族が抱える生活上の問題も異なる。
療養生活上の課題は、成人後も続く課題と考
えられるため、継続的な看護相談外来のプロ
グラムの開発と長期的な関わりによる効果
検証が今後の課題と考えられた。 
外来の効果を自己回答形式によるアンケ

ートや受診率等の既存の指標だけでなく、患
者・家族の変化を記述的に評価し、外来開設
を承諾した管理者や外来スタッフに現状の
活動内容をフィードバックし、問題の焦点化
や体制の見直し等の現状の評価を行ってい
くことが重要である。また、効果のフィード
バックは看護外来を継続的・効果的に運営し
ていくための要因にもなっており、患者・家
族への効果やチーム医療の質の向上に対す
る効果についての標準化された評価システ
ムの構築が必要と考えられた。 
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